













































VAT＝Value Added TaxまたはGST＝Goods and Services Taxと表記される。
オーストラリアは、タックスインボイス（税額票）方式の付加価値税
を導入するために、1999年６月28日に「1999年新税制（物品サービス税）
法（A New Tax System （Goods and Services Tax） Act 1999）（以下「GST
法」という。）を制定した。これにより、2000年７月１日から、連邦税
（Commonwealth tax）として一律10%の税率で物品サービス税（GST＝






た特質を、GST法やオーストラリア事業者番号法（A New Tax System
（Australian Business Number）Act 1999）（以下「ABN法」という。）、租
税行政法（TAA＝Taxation Administration Act 1953）（以下「TAA」とい





























































・ 1999年新税制（物品サービス税）法（A New Tax System (Goods and 
Services Tax) Act 1999）（以下「GST法」という。）
（3）　GSTの税収配分については、連邦と州との間で常に論争になっている。この点に
ついては、GST歳入分配に関する連邦財務省の報告書が参考になる。See, Treasury, 
GST Distribution Review: Final Report （October 2010） ; Tarek Dale, “Distributing 
GST revenue to the states: Where is the revenue raised and what is a ‘relativity’? ” 
（Parliament of Australia, 2014）.
（4）　1998年８月に、当時の自由党国民党連立政権（LNP＝Liberal National Party coalition）
の連邦財務大臣（Treasure）は、「税制改革：新税ではなく、新税制を（Tax Reform: 
Not a New Tax, A New Tax System）」と題した報告書（以下「連立政権税革案」という。）
を公表した。この連立政権税革案を軸に練り上げられたのが「1999年新税制（物品サー
ビス税）法案」である。同法案は、同年６月28日に成立した。See, Susan C. Morse, “How 
Australia Got a VAT,” in The VAT Reader at 291-311（Tax Analysts, 2011）．
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・ 1999年新税制（物品サービス税）規則（A New Tax System (Goods 























・ この場合の仕入税額控除（input tax credit）の計算は、原則として税
額票（タックスインボイス）を使って行う。
（5）　オーストラリアのGSTの税法学的な視角からの包括的な分析として、See, Graeme 























⑤ 事業者登録（compulsory GST registration）制度/任意の事業者登録
の選択（voluntary GST registration）制度
・ GST法のもと、過去12ヵ月の課税売上高（taxable output/ゼロ税率取


































ト税/給与外給付税の予定納税（FBT＝Fringe Benefit Tax instalments）
などがパッケージとして記載する書式となっている。












・ ちなみに、イギリスは、2002年から「簡易課税制度（Flat rate 
scheme）」（法定の課税売上高以内の小規模事業者を対象に、55種類
のみなし課税する制度）を導入している（英VAT法26B条）。カナダも





（9）　See, Alex Millar, Tolley’s VAT Planning 2015-16 （2015） at Chapter 8.
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⑨簡易計算制度（SAM＝simplifiedaccountingmethod）
・ 簡 易 計 算 制 度（SAM＝simplified accounting method /simplified 






























控除）制度（10）と、中古品取引課税特例（Margin schemes /Supply of 
second-hand goods）
（10）　HMRC, Notice 718 The VAT Margin Scheme and global accounting （March 2011）；























　①土地所有権の譲渡（selling a freehold interest in land）
　②集合建物の部屋の譲渡（selling a stratum unit）









（taxable purchases）に対しても仕入税額控除（input tax credit）の適用を認めるこ
とで重複課税（税の累積）の排除を認める（消費税法基本通達11‒1‒3）。
（12）　ATO, GST and the margin scheme https://www.ato.gov.au/General/Property/In-
detail/GST/GST-and-the-margin-scheme/
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（13）　See, Gordon Fotherby, “Customs and Excise Duties and Value Added Tax,” 39 
International and Comparative Law Quarterly 266 （1990）; HMRC, VAT Notice 718: 



















































ているenterpriseの遂行又は過程における取引（the supply is made in the 










GAT法９条の20は、どのような活動（an activity or activities）が、「事
業（enterprise）」に該当するのか、あるいは該当しないのかを、次のよう
に規定しています。






































































































































る具体的な対応策として15項目からなるBEPS行動計画（Action Plan on 



















































《事業者‒消費者間取引 （B to C supply） の適正化と登録国外事業者制度の導入》
・ オーストラリア国内の消費者がインターネットを使って行う国境
を越えた「輸入電子プロダクトその他のサービス（imported digital 
products and other services）」（「輸入電子サービス等」）の取引（B to 













《事業者間取引（B to C supply）の適正化とリバースチャージ制度の導入》
・ オーストラリア国内事業者が国外事業者から受ける輸入電子サービス






等取引（B to B=business to business supply/事業者間取引）に対して、
































財務省法改正（廃止日）法（Treasury Legislation Amendment (Repeal 

















































































25 William Street 
Williamstown 
VIC
ABN: 12 345 678 901 
Date: 12 August 2015 
To:
ABC Machine Sales Pty Ltd 
19 Grove Street Box Hill VIC
Description of supply Total　　








【表14】　「請求書（invoice）」 と 「税額票（tax invoices）」 の違い







































































る（GSTR 2000/10 Goods and services tax: recipient created tax invoices）。
























・ 事業等を行う者 （entity） の事業 （enterprise） にかかる基準売上高
（turnover threshold） が75,000ドル （登録非営利公益団体 （ACNC-
registered charity） の場合には15,000ドル） 以上であるとき【GST登録
における基準売上高とは、直近の12ヵ月間の売上実績または今後12ヵ
月間の予想売上のいずれかにおける税抜総売上高 （ただし、免税取引












































業（more than one enterprise）を行う場合にも、事業等を行う者（entity）
は、１つのABNより取得できない。
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資委員会（ASIC＝Australian Securities and Investments Commission ）の登記資料な






















すべての登録された事業等を行う者 （entity） とABN （事業者番号） は、以



















































































































































































（２）活動報告書：連続活動報告書 （IAS） と事業活動報告書 （BAS）
すでにふれたように、GSTの申告には、事業活動報告書（BAS）の
様 式 が 使 わ れ る。BASは、GST申 告 書 に 加 え、 源 泉 徴 収（PAYG 
withholding）、予定申納税（PAYG instalments）、フリンジベネフィット税


































は、納税者の納付税額や取引高により異なる（ATO, Business activity 















士業法（TASA＝Tax Agent Services Act 2009．以下「TAS法」という。）および税理





































































GST 申告税額　　　50 GST 還付税額　　　100 GST　仕入税額控除不可





































































































































































製品・パンのように、人間が費消する基礎的な飲食料品（basic food and 







































（26）　See, Simplified GST accounting methods （NAT 3185）.
（27）　SAMに関する課題については、See, ATO, A Research Report: GAT and Simplified 





①医療・健康サービス（medical and health services）





（optometry）、 医学療法（physiotherapy） 足病治療（podiatry）、 社会作業


































































































（JCU＝James Cook University, Cairns Campus）、同大学タウンズビル校（JCU, 
Townsville Campus）、オーストラリア国税庁（ATO）、クロー・ホルワース税務
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